
　�政府と日本医師会が協力して、コロナ
対応に取り組んでいくことを確認

� −日医ニュース−

　松本吉郎会長は７月15日、茂松茂人・角田徹・猪口雄二各副
会長と共に総理官邸を訪れ、岸田文雄内閣総理大臣と初会談を
行った他、11日には山際大志郎新型コロナ対策・健康危機管理
担当大臣、後藤茂之厚生労働大臣ら岸田内閣の閣僚と相次いで
会談。新型コロナウイルス感染症に対して、政府と日本医師会
が協力して対応していくことを確認した。
　15日の岸田総理との会談では、岸田総理から、「発熱外来での
対応等、医師会の皆さんにはコロナ対応で大変お世話になって
いる」と感謝の意が示されたことに対して、松本会長は、「政府
の方針に沿って、会員の先生方と共に引き続き新型コロナウイ
ルス感染症対策に全力で取り組んでいく」として、医療面から
政府を支えていく意向を伝えた。
　また、岸田総理が、感染対策を取りながら徐々に平時の状態
に戻していくということが、政府の基本的な方針であるとして
理解を求めたのに対して、松本会長は、13日の定例記者会見に
おいても現状では行動制限の必要はないとの考えを示している
ことを説明し、政府の方針に賛意を示した。
　その他、松本会長は、岸田総理が14日に行った記者会見の中
で、４回目のワクチン接種の対象者に医療従事者を加える考え
を表明したことにも触れ、「医療現場の皆さんは大変喜んでい
る」として、感謝の意を伝えた。
　11日の後藤厚労大臣との会談では、後藤厚労大臣が、「医療の
逼迫（ひっぱく）にも関わってくる問題であり、重症化リスク
が高い高齢者や基礎疾患を持つ方に対する４回目接種を進める
ことが必要だ」と指摘。また、これまでのような行動制限を国
民に求めることは難しいとの見方を示したことに対して、松本
会長は、行動制限の有無にかかわらず、基本的な感染防止対策
を引き続き行うことが重要になると強調した。
　更に、新型コロナウイルス感染症の感染再拡大を踏まえて設
けられた、診療報酬等の支援策について、松本会長はその終了
時期の延期等、柔軟な対応を要請した。
　山際大臣との会談では、山際大臣がオミクロン株の亜種
「BA.5」について、重症化率や死亡率を踏まえ、行動制限など
で社会を止めることなく、メリハリのある対応をしていくこと
が必要との見方を示したことに対して、松本会長は、「まずは感
染拡大を防ぐことが重要だ」と強調。その上で、「経済的、社会
的活動とコロナ対策を両立させなければならない」と述べると
ともに、日本医師会として、新型コロナワクチンの４回目接種
の推進に最大限協力していく考えを伝えた。
　また、山際大臣からは、全世代型社会保障構築会議の議論に
ついても言及があり、「日本医師会とも相談しながら、今後の議
論を進めていきたい」と述べるなど、引き続きの協力が求めら
れた。� ８月５日
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令和４年度「第２回医業承継セミナー
（Zoom）」開催のご案内（再）

申込サイト
〈セミナー概要〉
日　時　令和４年９月３日（土）　15：00～17：00
方　法　Web〔Zoom〕開催※
講　演：（医業承継のニーズについて）
「診療所の医業承継に関する調査」（令和３年４月実施）結果について
講　師：高井　昌彦（神奈川県医師会理事）
（第１例）承継開業者：三吉　智子（みよしこどもクリニック）
進行役：亀谷　雄一郎（�神奈川県医師会病院診療所支援委員会委員長）
（第２例）承継開業者：松村　伸（まつむらファミリークリニック）
譲渡者：長洲　堯雄（鎌倉市医師会 元会長）
進行役：高井　昌彦（神奈川県医師会理事）
（第３例）承継開業者：菊地　泰介（きくち内科クリニック）
進行役：高井　昌彦（神奈川県医師会理事）
※�本セミナーは、完全Web〔Zoom〕開催となりますので、
神奈川県医師会に来所しての参加はできません。

「医療事故調査制度研修会」開催のご案内
日　　時：令和４年１１月５日（土）１４時～１８時
対 象 者：�医師、看護師、助産師、薬剤師及び事務職等の医療

関係者
開催形式：�来場とZoomウェビナーを用いた

オンラインの併用型
受 講 料：無料
申込サイト：URL https://x.gd/8zNyx
申込締切：令和４年１０月５日（水）
場　　所：�神奈川県総合医療会館７階講堂（住所：横浜市中区

富士見町３―１）
プログラム：
１　医療事故調査制度の概況
　　�日本医療安全調査機構（医療事故調査・支援センター）常
務理事� 木村　壯介　先生

２　医療事故調査における判断
　　日本医療安全調査機構（医療事故調査・支援センター）顧問
　� 虎の門病院　名誉院長　山口　徹　　先生
３　産科医療機関と医療事故調査制度
　　―産婦人科死亡事例の報告に関する基本的な考え方―
　　�神奈川県立こども医療センター　副院長兼産婦人科部長
　　神奈川県産科婦人科医会　理事（医療安全部担当）
� 石川　浩史　先生
４　当該医療機関における初期対応
　　日本赤十字社　特別参与　医療事業推進本部　医療調整監
� 宮原　保之　先生
５　院内調査における報告書の作成　―報告書の記載方法―
　　国際医療福祉大学医学部医学教育統括センター　教授
　　医療事故調査・支援センター　総合調査委員会委員長
� 宮田　哲郎　先生
６　�神奈川県医師会及び神奈川県医療事故調査等支援団体連絡
協議会における支援体制

　　神奈川県医師会理事（医療事故調査制度担当）川田　剛裕
※�詳細は神奈川県医師会ホームページ「医療事故調査制度研修
会（１１月５日開催）」バナー（パスワード：１１０５）から

申込サイト
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　　�リフィル導入の病院、１５．４％に
とどまる

� −WAM調査−

　福祉医療機構（WAM）が５日に公表した２０２２年度診療報酬
改定の影響に関するアンケート結果によると、回答した３３２病
院のうち、リフィル処方箋を導入している割合は１５．４％にとど
まることなどが分かった。同機構は、リフィル処方箋が新設さ
れて間もないことから「多くの病院が様子見といった状況と考
えられる」と分析している。
　リフィルを導入している病院のうち、７０．６％は処方の判断を
個々の医師に委ねており、あらかじめ院内で方針を定めている
病院は２９．４％だった。また、リフィルを導入していない８４．６％
の病院では、半数を超える５６．６％が「今後も（リフィル）処方
を行う予定はない」と回答。一方で、３２．４％が「処方を行う・
行わないを含めて検討中」、１１．０％が「処方を行う前提で検討
中」とし、リフィルを導入していない病院のうち約４割はやや
前向きな姿勢を示した。
　アンケートは２２年度改定後の実態把握を目的に、急性期一般
入院基本料、地域包括ケア病棟入院料（地域包括ケア入院医療
管理料）、回復期リハビリテーション病棟入院料のいずれかを
届け出ている病院を運営する１１２９法人を対象にウェブで実施。
５月３０日～６月２０日の期間に３０２法人（３３２病院）から回答を得
た。リフィルのほか、回復期リハビリテーション病棟入院料や
地域包括ケア病棟入院料の要件見直しによる影響も調査してい
る。【PHARMACY　NEWSBREAK】
� メディファクス８月１０日

　　�かかりつけ医機能のイメージ、
「一つに統合が必要」

� −厚労省・大島次官−

　厚生労働省の大島一博事務次官は８日、専門紙記者クラブの
共同インタビューに応じ、政府が骨太の方針２０２２に盛り込んだ
「かかりつけ医機能が発揮される制度整備」について言及し
た。大島次官は、「（かかりつけ医機能に関する）イメージその
ものの議論が大切」との考えを提示。その上で、現時点では人
によって「かかりつけ医機能」のイメージが異なっていると
し、今後は「それを一つの姿に統合していくようなプロセス」
が必要だと述べた。
　政府は、今年の骨太方針で医療・介護提供体制などの社会保
障制度基盤の強化に向け「かかりつけ医機能が発揮される制度

整備を行う」ことなどを明記。７月には、厚労省の「第８次医
療計画等に関する検討会」で、かかりつけ医機能についての本
格的な議論が始まった。しかし、「かかりつけ医機能」という言
葉が示す具体的な内容が不透明なため、同検討会の構成員も手
探り状態で議論を進めている状況だ。大島次官は「人によって
も相当『かかりつけ医機能の制度化』についての受け止めは違
うと思うので、どこがどう違うのかということから（議論が）
始まって、それを一つの姿に統合していくようなプロセスがこ
れから要る」と説明した。� メディファクス８月９日

　　オン資「導入への環境整備に全力」
� −答申受け日医・長島常任理事−

　中医協が来年４月からのオンライン資格確認システム導入の
原則義務化や、１０月からの関連評価の見直しについて答申した
ことを受けて、日本医師会の長島公之常任理事は１０日の会見
で、「医療機関の導入に向けた環境整備に全力で取り組んでい
く」との考えを示した。義務化の例外とされた紙レセプトで請
求している医療機関以外に対し「一刻も早く導入していただく
よう働き掛けていく必要がある」としたほか、期限である来年
４月に導入が間に合わない医療機関が出ないように「（オンラ
イン資格確認）推進協議会の活動などを通じて、厚生労働省や
業界団体と協力し、できる限りの努力をしていく」と述べた。
　オンライン資格確認導入の原則義務化が療養担当規則で規定
されることについては、「医療機関は非常に重く受け止める」と
発言。その上で「義務化のいかんにかかわらず、最終的には全
ての医療機関に導入されるべきものと考えている」との認識を
示した。ただ、医療機関の責任でない「やむを得ない事情」に
より、システムの導入が来年４月に間に合わない場合もあるこ
とに懸念を示し、適切な対応の必要性をあらためて訴えた。
� メディファクス８月１０日

　　�１社流通、安定供給確保の観点
からも是正を

� −日医・宮川常任理事−

　６月に発足した日本医師会新執行部で、前期に続いて薬事を
担当する宮川政昭常任理事がじほうの取材に応じた。自身が委
員を務める厚生労働省の「医療用医薬品の流通改善に関する懇
談会」でやりとりされた医薬品の１社流通は、適正な価格交渉
に加えて安定供給確保の観点からも可能な範囲で是正されるべ
きだとして、流改懇による今後の実態把握とそれを踏まえた対
応に期待を寄せた。
　１社流通は６月の流改懇でやりとりされ、委員として参加す
る宮川氏は「メーカーが卸に対して（１社流通を）決めている
という事実がある。やっているならば改善しなければならな
い」などと行政に指導を迫っていた。同じく委員を務める日本
私立医科大学協会の小山信彌参与も「（公正な）価格交渉ができ
なくなる」として１社流通を問題視。その結果、今後、１社流
通の実態を把握することになった。【日刊薬業】
� メディファクス８月５日
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